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防衛省永年勤続者表彰実施基準の運用について（通知） 

 

 標記について、防衛省永年勤続者表彰実施基準について（防人１第３０８５

号。５０.７.１４）別紙１１（１）に基づき、下記のとおり定めたので通知す

る。 

 

記 

 
１ 勤続期間の計算 

（１）次に掲げる期間は、公務員又は職員としての在職期間に引き続いている

場合に限り、防衛省永年勤続者表彰実施基準（以下「実施基準」という。）

５（１）に定める勤続期間に通算する。 

ア 自衛隊法第３６条の規定により任用期間を定めて任用される自衛官と

しての在職期間 

イ 防衛大学校又は防衛医科大学校の学生としての在職期間の２分の１に

相当する期間 

（２）次に掲げる期間は、実施基準５（１）に定める勤続期間に通算する。 

ア １等陸曹、１等海曹又は１等空曹（以下「１曹」という。）以下の自衛

官が「幹部候補者たる自衛官の任用等に関する訓令」（昭和３３年防衛庁

訓令第６３号）第３条第２項第１号の規定に該当して一般幹部候補生に

任用された場合において、当該任用を前提として１曹以下の自衛官を依

願退職した後、１５日以内に一般幹部候補生として再び自衛官に任用さ



れたときの先に１曹以下の自衛官として在職した期間 

イ 自衛官が、自衛官から事務官等への任用について（通知）（人３第５１

９２号。５６．１０．２２）に基づき事務官等として任用された場合に

おいて、当該任用を前提として自衛官を退職（依願退職を含む。以下同

じ。）をした後、１５日以内に事務官等として再び職員に任用されたとき

の先に自衛官として在職した期間 

ウ 自衛隊法施行規則（昭和２９年総理府令第４０号）第２４条第２項た

だし書の規定により３等陸士、３等海士又は３等空士として採用された

陸曹候補者、海曹候補者又は空曹候補者たる自衛官（以下「候補者たる

自衛官」という。）が、防衛大学校又は防衛医科大学校の学生として採用

されることを前提に自衛官を退職した後、１５日以内に防衛大学校又は

防衛医科大学校の学生として採用された場合における候補者たる自衛官

として在職した期間 

２ 表彰の延期期間中における退職 

  実施基準６により表彰を延期された者が当該延期の期間中において、退職

をする場合は、次のように取り扱う。 

（１）次に掲げる場合は、当該退職の日付で表彰を行う。 

ア 懲戒処分を受けた者が退職をする場合 

イ 自衛隊法第４３条第２号の規定による休職以外の休職にされている者

が退職をする場合 

（２）自衛隊法第４３条第２号の規定による休職にされている者が退職をする

場合は、表彰は行わない。 

３ 表彰の制限 

  職員がその者の非違により退職をする場合は、表彰を行わない。 

４ その他 

  官房長等は、この通知により難いと認められる事案が発生した場合には、

その都度人事教育局長と協議するものとする。 

 


